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交叉文化的消費者研究における 方法論的問題 

卜可 上に ュ Ⅰ日 周 造 

はじめに 
も ，構成概念妥当性の 検討の重要性は 強調され 

6 ポイントとなる．研究において 測定せんとし 

本稿は消費者行動の 交叉文化的研究のための た 構成概念が測定されているか 否かの検討は 比 

データ 川 x 集 と分析方法を 考察するものであ る。 較 可能性を問 う 場合にも欠くことのできぬこと 

マーケティンバ 論の分野において ，消費者行動 だからであ る． しかし本稿は 前稿と違って 複数 

の国際比較や 交叉文化的研究の 必要性が認識さ の 独立した研究間の 比較可能，性ではなく ，単一 

れたのは最近のことではない。 そしてそうした の 研究における 複数国間あ るいは文化横断的な 

研究の必要性と 共に認識されてきたのが 研究の 比較可能，性を 論じようとするものであ る，研究 

困難性であ る (Berentl975,Mayor  1980).  し 者が複数の文化あ るいは国にまたがった 消費者 

かし その研究の困難性についての 認識の割に 行動の上ヒ 較 研究を行なおうとする 場合，そこに 

は 国際間や異文化間の 比較可能性についての 十 どのような問題があ り， どのような点に 注意し 

分 な検討がなされてきているとはいえな い のが なければならないのかということであ る． 

実情であ る． この分野における 知識の積み重ね 本稿はわれわれの 関心事とする 消費者行動の 

が， 単なる研究数の 増加だけではなく ，方法論 研究が心理的側面の 大きい現象分野であ る事に 

的に比較可能性の 検討をふまえた 研究の積み重 鑑み交叉文化心理学の 分野における 研究に依拠 

ね によってはじめて 本格的なものとなるもので しつつ，消費者行動の 上 ヒ較 可能，性について 考察 

あ ることを鑑みるとき ，比較可能性について 方 な 行なうことにする． そしてファースト・ フ一 

法論的基盤を 整理確立しておくことは 焦眉の課 ド ・レストランについての 日本と米国における 

題 であ ると考えられる   学生のサンプルを 何として，現在最もフォー マ 

かかる問題意識に 立って，筆者は 本誌に発表 ル な形での上ヒ 較の方法であ ると考えられる 

された「消費者行動の 国際上 ヒ較 : その予備的 考 LISREL のマルチ・サンプル 分析を用いて 上ヒ 

察 」 (1984) において国際上 ヒ 較の方法を論じて 較 可能性が具体的にどのように 確認されるのか 

い る・ そこでは用いられる 統計的分析方法に 応 を 例示することにしょう・ 尚 ，本来は交叉文化 

じ てどこまで意味のあ る比較考察が 可能かと ぃ 的 (cross-cultural)  研究の方が よ り一般的な用 

ぅ 視点から考察を 行なった．そして 複数の研究 語 なのであ ろう (Dant&BarnesJ,. 1988) が， 

者によって， それぞれ独自の 研究が進められる ここではわが 国が比較的単一の 文化 固 よりなる 

という状況の 中での比較可能，性を 考えるかぎり ， ことから， よ りなじみやすい 複数の国にまたが 

明示的な理論モデルを 有し，かっ構成概念妥当 っ た (cross-national)  あ るいは国際 
， 性の検討のなされるアプローチが 最も上 ヒ較 可能 け nternational)  上ヒ較 研究という用言吾を 用いる 

， 性が高 い ことが明らかとなった．本稿において ことにする． 
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消 黄老行動の比較可能性 

複数の国にまたがった 消費者行動の 調査結果 

が上 ヒ致 される場合， どこまで 上ヒ較 可能なものと 

して考えられるのだろうか．言い 換えれば消費 

者 行動の国際上 ヒ 較は，国内における 比較研究と 

くらべてどこに 特別の注意を 払わなければなら 

ないのであ ろうか．国内あ るいは同一文化内に 

おいて消費者行動の 上 ヒ較 ( 例えば男女間の 上 ヒ 

較 ) がなされる場合には ，得られたデータの 比 

較可能，性にとって 深刻な問題が 生ずる可能性は 

相対的に少ない．標本誤差や 測定誤差について 

困難な問題はあ っても研究者にとって 思いがけ 

ない要因によって 比較不能な状況が 生まれてく 

ることは稀であ る・それに対して ，国際比較の 

場合には国内比較研究における 問題に追加され 

る形で文化が 異なるために 生じてくる比較上の 

問題を考えねばならなくなる． それは比較しよ 

うとしている 事がどこまで 比較可能かを 検討し 

なければならないということであ って，たとえ 

ば文化差を調べようという 研究の前にあ る程度 

文化差を知っておかないとそれが 旨くいかなり 

といった複雑性を 含んでいる． 

まず異文化間の 比較可能性について ，交叉文 

化心理学で指摘されている 検討 点 に添って考察 

を進めることにしよう． それらは比較されるべ 

き概念の意味内容，その 操作化，及び 測定にお 

ける相等性であ り，そしてデータ 収集方法の相 

等，性であ る・以下，より 概念的レベルのものか 

ら具体的レベルのものへと 順を追って相等，性の 

内容を検討してゆこう ， 

概念的相等性 (conceptualequivalence) 
上ヒ較 可能性においてまず 検討されなければな 

らないことは 複数の国で用いられる 概念が等し 

いものか否かということであ る．表面的には 同 

一のものと見えるものであ っても，国によって 

その有する意味がかなり 違っているということ 

があ る・ たとえば一つの 料理であ っても一方の 

国にとっては 郷土の料理であ るのに対して 他方 

の国ではエキゾチックな 料理とみなされるなら 

ばその料理は 違った意味を 有していることにな 

る．概念的相等性は 機能的相等性 (funCtional 

equivalenCe) とも密接な関係を 持っていると 

言われる (Hui&Triandis 1985). 機能的相等 

， 性は上 ヒ致 される概念が 複数の国において 他の概 

念や変数と同じ 関係を有しているかということ 

であ る．あ る国における 自転車の購買がスポー 

ツ目的でなされるのに 対し別の国では 輸送 手 

段 として購買される 場合には同じく 自転車の購 

買という行動ではあ っても機能的相等性が 乏し 

レ、 1 とレ )  う と になる． こうした概念的差異およ 

び 機能的差異は 関心とする概念の 意味範囲やか 

かわりを持つ 範囲の差異とも 考えられるから ， 

カテゴリー相等性 (catego,yequivalence) と 

して問題にされることもあ る (Douglas & 

C,aig 1983). 国際比較研究において 概念的相 

等性と機能的相等性の 検討は欠かすことのでき 

ないものであ る．場合によっては 一つの概念の 

こうした相等，性を 明らかにすることが 比較研究 

の中心的目的となることも 考えられる．収集さ 
れたデータを 単純に数値として 比較しているだ 

けでは見過ごされてしまう 質的な差異の 問題こ 

そまさにこの 概念的相等性と 機能的相等性にか 

かわる問題であ るといえよう． 

しかしながら ， この二つの相等性は 比較可能 

性の検討において 克服し難い事柄であ るのかと 

いうとそうではない．研究者が 複数の国におけ 

る消費者行動の 実，清に通じていることによって ， 

あ るいは，それぞれの 国の研究者による 共同研 

究のかたちがとられることによってこの 相等， 性 

の 問題を押えることは 可能であ る．概念的相等 

，性は高い事が 望ましいことは 言うまでもないが ， 

複数の国で用いられる 概念に違いがあ ったとし 

ても， どのような違いがあ るかについてはっき 

りと押えられているときは ，それだけ比較可能 

性を回復できる 点に注意せねばならない．概念 

的及び機能的にどこまで 相等性があ るのかを掴 

まれていない 比較研究が比較可能性についての 

問題を最も多く 苧 んでいるのであ る． 
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概念の操作化における 相等性 (equivalence 

inconceptope ァ a Ⅱ onaliza Ⅱ on) 

関心事とする 概念の相等性が 確かめられると 

次のステップはその 概念の測定のための 操作化 

にあ たってどこまで 比較対象国間で 相等性が認、 

められるかということであ る．概念の意味や 機 

能上の差異があ る場合にはもちろんのこと 概念 

的相等性が高い 場合でも測定にあ たって異なっ 

た操作化を行なわなければならないことはあ り 

得る．たとえば ，職場において 贈り物をすると 

いうことが，人間関係の 円滑化 や ，常日頃 お世 

話になっていることへの 感謝の表明という 目的 

でなされることは 共通であ っても，贈り 物が相 

手の家を訪問してなされるのか 職場でなされる 

のか，あ るいはわが国のように 店頭からの配送 

というかたちでなされるのかによって 行動の測 

定の仕方は異なってくる・ 又 ，贈答行動のなさ 

れる時も ， お歳暮とクリスマスのようにあ る時 

期に集中してなされるのか 誕生日のような 個人 

的な時に合わせて 行なわれるのかと 異なってい 

る． そうした場合どちらか 一つの仕方によって 

のみ贈答がなされるとの 前提に立って 操作化を 

進めるとしたら 問題が含まれることになるであ 

ろう． たとえば，贈り 物が手渡されることを 前 

提として測定されたら 日本における 贈り物の相 

当部分は欠落してしまう． 

そして，注意すべきは 複数の国にまたがって 

共通の操作化がなされることが 常に望ましいと 

はかぎらないことであ る．操作化を 形 ク ) 上で等 

しくすることだけに 注意が払われる 場合，それ 

ぞれの国での 最も適切な操作化が 達成できなく 

なる可能，性があ る．操作化にあ たって重要なこ 

とは，いずれの 国においてもその 概念が十分に 

捉えられていること ，つまり共通部分の 捉え方 

において根本的な 差異がないということであ っ 

て ，形式的に全く 同一の操作化がなされている 

ことではないのであ る． 

概念の操作化はより 具体的にはどのような 項 

目が用いられるべきかということであ り，項目 

相等性 田 em  equivalence)  と 呼ばれることも 

あ る (Hui&Triandes 1985). 消費者の態度や 

満足度のように 複数の項目が 用いられる場合， 

操作化における 相等性は同じ 項目が用いられる 

のかという点から 検討されねばならない・ 

測定相等性 (measureequivalence) 
概念の操作化における 相等性の検討に 関連す 

る問題は測定そのものが 相等するかということ 

であ る．測定の相等性は 測定に用いられる 尺度 

の 相等性 (scale  equivalence),  言語の翻訳に 

おける相等性 (t,anSlation  equivalenCe),  及び 

測定された数値そのものの 相等性 (score 

equivalence)  の三つの内容に 分けて考えられ 

る ． もちろん， こうした各種の 相等性について 

は必ずしも研究者間で 完全な合意があ る訳では 

ない．各種相等性についての 分類の仕方，用語 

の違い ， 同じ用語であ っても意味範囲の 相違と 

見解はまちまちであ る．本稿の記述は 既存の文 

敵 に依拠しつつ 筆者の考えに 基づき整理したも 

のであ るが，概念的，性格のものから ， より技術 

的性格なものへという 階層 順 に従ったものであ 

る． 

尺度相等性は 複数の国で用いられる 尺度が相 

等なものになっているかを 問うことであ る． た 

とえば，あ る国で態度の 測定に間隔尺度が 用い 

られているのに 別の国では順序尺度になってい 

たり， 「どちらでもない」といった 中立的 値が 

一方の国だけで 用いられたりする 場合には相等 

，注が崩れることになる． 

ただし尺度の 相等性は操作化における 相等，性 

のところで検討された 各項目について 用いられ 

る 尺度が相等するか 否かということであ るから， 

それは選ばれる 項目と密接に 繋がったものであ 

る点に注意せねばならない． その意味で用いら 

れる尺度は複数の 国にまたがってできるだけ 共 

通している方が 望ましいとしても ， それぞれの 

国 において選ばれた 項目との整合性を 欠くこと 

のないよ う にすることが 大切であ る． 

尺度の相等性は 上 ヒ較 的研究者の目にっきやす 

い形で確認が 可能であ る． それに対して ， ょり 
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微妙な形で実質的にこの 尺度相等性を 崩してし 

まうのは，異なる 言語が用いられる 場合の翻訳 

相等性であ る． たとえば SD 法 形式の 5 点尺度 

が用いられる 場合，両極の 形容詞の翻訳が 不適 

切であ るなら，本来は 同じ尺度が意図されて ぃ 

るにもかかわらず 結果的には尺度は 異なったも 

のとなってしまうことになる． この翻訳上の 間 

題を避けるためには 複数の言語に 通じた研究者 

が細心の注意を 払 い つつ翻訳を行な う ことと， 

第三者による 逆 翻訳 (back translation) によ 

る妥当性のチェックが 不可欠であ る．翻訳の相 

等性の問題は 確かに容易でない 性格のものでは 

あ っても， こうした注意によってのり 越えられ 

ない障害ではないと 言われる (Sekaranl983). 

尚 ， ここで測定相等性の 中で論じられた 翻訳 

相等性は項目相等性とも 関連していることが 明 

らかであ る． 一つの国において 特異な項目とな 

ってしまう事柄の 場合，翻訳も 容易でないとい 

うことがあ るからであ る． たとえば日本語の 

「甘え」という 言葉は適切な 英訳が困難であ る 

といわれるが 佳局 1971), 質問項目としても 

複数の国にまたがって 行なうことに 困難が伴な 

うであ ろう． 

測定相等性のうち 最も相等性の 確認の困難な 

ものが測定された 数値が同じものであ るのかと 

いうスコア相等性であ る (Davidson&Thom- 

son 1980). スコア相等性は 研究者によっては 

スヵラ ー 相等性 (scalarequivalence) と呼ば 

れることもあ る (Hui & Triandis 1985, Jac- 

card& Wan l986). スコア相等性の 難しさは 

国別の測定値の 平均や分散の 差が測定せんとし 

ている概念の 量的な差に基づいているのか ， そ 

れとも以上に 述べた相等性の 欠除が複合して 生 

じているのかを 識別できないだけでなく 国別の 

回答の仕方の 葉のようなものが 反映されている 

可能性があ るからであ る． たとえばあ る商品の 

購買後の満足や 不満の度合いを 回答するにあ た 

って ， 大げさな表現がなされる 国と控え目な 表 

現をする国とではスコアはそのまま 比較できな 

いことになる． 

こうした点を 考えると複数の 国の平均値の 差 

を単糸 屯に 上ヒ 駁 することは問題が 多 い ことが明ら 

かになる (Irvine&Carro Ⅱ 980). もちろん平 

均値の上 ヒ 較は常にスコア 相当性が欠如している 

ということではなく ， とりあ げられる平均値の 

，性質によって 相等，性は異なっていると 考えるべ 

きであ る． 消費者行動においても 一般に行動そ 

のものの比較は 意識の比較よりもスコア 相等， 性 

が高いと考えられる．意識の 方が測定において 

文化差の影響が 混入しやすいと 考えられるから 

であ る． そして同じく 何らかの意識についての 

平均値の比較と 言っても，単一の 項目の平均値 

より複数の項目の 総合点の平均値の 方がスコア 

相等性は高いと 考えられる．幾つかの 項目の総 

合によって極端なバイアスが 相殺される可能性 

が考えられるからであ る． 

では平均値の 上ヒ 較 といった単純なスコアの 相 

等性をおさえることが 難かしいとすると ，国際 

間の上 ヒ 較はどのようになされるべきであ ろうか   

国際的な 上ヒ 較においてより 高い比較可能，性を 有 

しているのは 幾 っかの変数間の 関係を示すよう 

な数値であ る (Leung&Bond l989). たとえ 

ば ， それぞれの国において 回帰分析が行なわれ ， 

回帰係数が上ヒ 較 される場合にはスコア 相当性は 

かなり高 い ものと考えられる． それは複数の 国 

で尺度相等性が 成立しているかぎり ， たとえ 

データのスコア 相等性がなくても 回帰係数はほ 

ぼ 同じ意味を持っと 考えられる．複数の 国での 

平均値の差は 回帰 式 における定数項の 差として 

あ らわれ，変数間の 関係であ る回帰係数の 差と 

してはあ らわれないからであ る． 又 項目別の 分 

散の大きさの 効果を除去するには ，変数を標準 

化して回帰係数を 求めるというアプローチも 考 

えられる． 

データ収集の 相等性 (equivalence in data 

collecUon) 

以上の相等性は 概念がどのように 規定され， 

操作化され，そして 測定されるかということに 

関しての相等性であ ったが，消費者行動の 国際 
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どこまで共通しているのかを 検討し得るという 

二点にあ ると言える．前者の 有用，性は消費者行 

動の国際上 ヒ 較においても 構成概念の上 ヒ較 検討を 

含むのが普通であ るから，比較されるそれぞれ 

の国において 構成概念が問題なく 測定されてい 

るか否かの検討を 可能にする点にあ る．後者は 

モデルが二つ 以上の複数の 国で共通した 因子を 

持つのか，測定誤差には 差がないのか ，構造パ 

ラメータは同一とみみせるのかといった 具合に 

段階的に統計的テストを 行ない得ることであ る   

ここでは具体的なデータに 基づいて，マル 
チ・サンプル 分析によって 先に論じた各種の 相 

等性がどのように 検討されるのかをみていくこ 

とにしよう． 

ここでとりあ げられるデータは 日本と米国に 

おける学生のファーストフード・レストランに 

対する知識，態度，及び 行動に関するものであ 

る 働 ． 上ヒ 較に用いられるモデルは 図 -1 に示さ 

れる よう に Fishbejn と Ajzen (1975. 1980) 

の 理由づけられた 行動モデル (model of 
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H  : ファーストフード・レストランで 食事を 

することが属性 ( 結果 ) i ( たとえば便利な 立 

地 ) をもたらす確かさ．信俳と 呼ばれる． 

ai . 属性 ( 結果 ) i の魅力 度 ． 

N 団 : 準拠集団二がファーストフード・レス 

トランで食事をすべきだと 思っているとの 考え   

規範的信念と 呼ばれる． 

M り : 準拠集団二の 期待に従いた い 動機づけ・ 

SB3     

SNB                                         
PB 

図 -1  比較モデル 

辛主 ) 尚 ， ここでのファーストフード・レストラ 

ンでの食事は 友人と一緒の 食事であ り， 朋 ， 
と ㎡を除く以下の 変数はすべて 友人と一緒 
という文脈で 測定されている． 

Aact ' ファーストフード・レストランで 食 

事をすることに 対する全体的評価・ 態度・ 

SN : 主観的規範，その 学生にとって 重要な 

人々 ( 諸準拠集団 ) がファーストフード・レス 

トランで食事すべきだと 思っているという 信念・ 

PB : 最近の過去 2 週間におけるファースト 

フード・レストランでの 食事回数． 

1 : 意図， 向こう 2 週間にファーストフー 

ド・レストランで 食事をする意図． 

B : 行動，調査後 2 週間における 実際のフ 

ァーストフード・レストランでの 食事回数・ 

図 -1 で 円 shbein と円 zen のモデルに追加的 

な形で用いられている 変数は過去の 行動 PB で 

あ る．過去の行動はファーストフード・レスト 

ランの利用行動の 中の主として 習慣行動的な 部 

分を把握する 目的で加えられたもの (Bentler 

&Speckartl979) であ る・そして，態度が 意 

図をとおしてのみ 行動に影響するものか 否かを 

確認する意味で 態度 A から行動 B への直接のパ 

スも追加されている (Bagozzi1981). 
日本と米国の 学生のファーストフード・レス 

トランの利用行動の 比較はもちろん 図 - 1 の モ 

デル全体について 行なわれるわけであ るが， こ 

こでは簡単化のため 主観的規範 SN から意図 1 

へのパスに着目することにしよう (Abe& 
B"go,,i1993). 日米の学生のいずれについて 
も意図は態度，主観的規範，過去の 行動によっ 

て 影響を受けることが 考えられている 訳であ る 

が，集団主義的な 文化的背景を 考慮すると， 日 

本の学生は主観的規範の 役割が米国の 学生にく 

らべて大きいことが 予想されるからであ る・ そ 

こでここではこの SN から 1 へのパスについて 

日本と米国の 同異を確めるかたちでマルチ・サ 

ンプル分析を 行な う ことにする・ 

まず 図 -1 に含まれる構成概念について 日本 

と米国との間には 概念的相等性 力 浅葱められると 

思われる． ファーストフード ，レストランとい 

う両国で極めて 類似したサービス 業の利用に関 

して 図 -1 に含まれる構成概念は 同じ意味内容 

を有していると 考えてさしつかえないからであ 
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る ・ 又 ， われわれは 図 - 1 のモデルに特定化さ れる． モデルのテストにあ たってはじめから 違 

れる構造が日米両国にまたがって 仮説としてあ った 特定化がなされなければならないような 差 

てはまることを 考えている訳であ るから機能的 異の場合に，機能的相等性が 欠けると考えられ 

相等， t 生も確認することができる． もちろん 図 - るべきであ ろう   

1 のパスについて 結果として推定されるパラ 構成概念の操作化における 相等性は，経験的 

メータが日米両国でかなり 違ったものとなるこ 研究にあ たって同一の 測定項目を用いることが 

とは当然予想されるが ，そうした差異を 見 ぃ出 る で き とで確認できる．具体的な 測定項目が 

すことは比較研究の 目的にこそなるものであ っ 日本と米国で 等しいもので 差しっかえないと ぃ 

ても，上ヒ 較 自体を無意味にするものではないか と う の一つの証しとして ，信念 H について 

ら ，機能的相等性に 相反するものではない． あ 行 なった属性の 抽出調査があ げられよう．今回 

るか は一方の国において ，あ るパラメータが 有 の データ mx 集にあ たって調査票の 作成前に日本 

意 であ って，他方の 国ではそれが 有意でないと と 米国でファーストフード ，レストランに 関す 

いう 結果が得られることも 十分予想、 されるが， る 属性を抽出するための 探索的調査を 行なった． 

それも機能的相等，性を 崩すものではないと 思わ 表 - 1 は自由回答形式でファーストフード・ レ 

表 -1  日米両国における 月世の抽出 

日本 38 人 米国 41 人 

村 j, 点 

サービスの早さ 23 
使い易さ 20 
座って話しができる 12 

便利さ 11 
食べ物の品 質 6 

遅くまでやっている 4 

軽食として丁度良い 量 4 

便利な立地 3 

メニュ一の豊富 さ 3 

割安 2 

清潔 2 

雰囲気の良   2 

従業員の態 度 1 

その他 2 

問題点 
食べ物の質 
割高 

食事として 量 不足 
メニュ一の少なさ 

混雑 
包装の無駄 
雰囲気 
従業員の態度 
不潔さ 
立地 

その他 

7
2
1
9
6
3
2
2
2
1
8
 

2
2
1
 

サービスの早さ 

便利な立地 
手頃 な値段 
食べ物の品質 
栄養 
清潔 
メニュ一の豊富 さ 

便利さ 
割安 
雰囲気の良さ 
その他 

1
8
7
2
6
6
5
4
3
3
3
 

2
1
1
1
 

食べ物の質 19 

割高 14 
脂肪Ⅰコレステロール 11 
混雑 ( 行列 ) 9 

混雑 ( 座席なし ) 7 

不潔さ 7 

従業員の態度 6 

栄養のなさ 5 

食事として 量 不足 5 

メニュ一の少なさ 4 

雰囲気 4 

包装の無駄 4 

立地 ( 駐車場のなさ )  3 

その他 3 
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ストランの利用にあ たって利点と 問題点と は、 わ めて用いることとした．態度は 快適 一 不快， 魅 

れる項目 ( 属性 ) を挙げてもらった 結果であ る・ 力的 一 非魅力的，有害 一 有益，の 3 項目，意図 

表 -1 から利点の順位について 日米で多少の はあ りそうにない 一 あ りそうだと確率の 2 項目 

差異があ るもののほぼ 同じ項目があ げられて ぃ が 用いられる．過去の 行動及び行動はそれぞれ 

ることがわかる．本調査ではこの 結果と過去の 2 週間内にファーストフード・レストランを 利 

研究 (Brinberg& Durand l983) に基づき 12  用した回数であ る・これらの 概念について 日本 

の 属性を用いることにした ，それらは，早い 給 と 米国における 操作化は相等性を 想定しても 問 

仕 ，食べ物の味の 良さ，混雑， メニュ一の豊富 題 ないと思われる   

さ ，便利な立地，栄養，低脂肪 と コレステロー 図 -1 のモデルは LISREL モデルとして 表示 

ル ， 清潔，割安， 手間のかからな い 便利さ ， 雰 すると 図 -2 のようになる． 図 -2 で丸で囲まれ 

田尻，包装であ る． これらはそれぞれの 魅力 た 変数は図 -1 における構成概念であ るが， 四 

ai でウェイト付けされ ， 態度を規定する 要因 角 で囲まれた変数は 測定のための 指標であ る   る なと 日米で同一の LISREL モデルが用いられるこ 

次に規範的信念 NBj 及びそれに 従 いたり 動 とは， 同一の操作化がなされ ，項目相等性が 成 

機 づけ Mq にかかわる準拠集団として ，友人 り 立つことを意味している   

と 両親の二つの 準拠集団が同様に 探索的調査に 尚 ， 図 -2 で構成概念と 指標との矢印 几は因 

よって抽出された   子 負荷量で両者の 結びっきを示す．単一の 指標 

図 -1 のモデルに含まれるその 他の構成概念 が 用いられる場合にはその 指標で構成概俳が 捉 

については特別な 探索的調査を 必要と考えられ えられると考えられているため ，因子負荷量は 

なかったため ， 先 験的に日米で 共通の指標を 決 1.0 であ る・複数の指標が 用いられる場合， そ 
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のうちの一つは 概念と指標の 単位を同一とする 

という意味で 1.0 に定めることができる． 

図 -2 で構成概念間のパス P ( 内生変数間 ) 

と y ( 外生変数と内生変数との 間 ) は先にとり 

あ げた機能白 9 相等性にあ たる． これらのパスを 

推定し国際間の 差異を探っていくことが 上ヒ較 研 

究の目的であ る． 

図 -2 で指標へのもう 一つの矢印 e はランダ 

ム な ，性質を持つと 考えられる測定誤差であ る・ 

指標が単独の 場合には測定誤差を 0 と想定せざ 

るを得ないが ，複数の場合には 測定誤差を押え 

ての分析が可能となる． それは構成概念の 測定 

におけるノイズをとることであ り，構造パラ 

メータ A y の 2 0 明確な把握が 可能となるこ 

とを意味している ， 

測定誤差 e の分散の大きさと 因子負荷量 凡に 

ついての比較検討は 測定の相等性を 内容的に検 

討することにあ たっている・ 本研究ではすべて 

の 項目について 日本と米国で 同一の尺度が 用い 

られている． 同一の尺度を 用いることに 特別な 

問題が発生することが 予想されないから 尺度相 

等性は高いことが 想定されている． それでも， 

もし LISREL モデルによって 推定された因子 

負荷量や測定誤差の 分散が似かよった 値になる 

ならば，それだけ 測定が相等な 尺度に基づいて 

なされているという 確信は強くなるであ ろう． 

因子負荷量が 同じであ るということは 因子構造 

が 相等しいということであ り，概念の相等性を 

支持する意味もあ れ せ 持っている． 

測定誤差の分散が 等しいことは 用いられた尺 

度が同程度に 信頼できることを 意味している． 

上ヒ較 される国の間で 尺度の信頼性が 大きく興 - な 

ることは望ましいことではない (Dav@s,Doug- 

las& Silk, 1981) から，測定誤差の 分散の大き 

さも尺度の相等性にとって 検討されるべきポイ 

ントであ ることがわかる． 

以上で明らかなように 因子負荷量 と 測定誤差 

についてのこうした 検討は複数の 指標が用いら 

れたときにのみ 可能であ って，単一の 指標しか 

持たない構成概念についてはできるものではな 

ぃ ． その意味で複数の 指標を用いた 分析を可能 

とする LISREL が国際上 ヒ 較においても 有用で 

あ ることがわかる． 

尚 ，マルチ，サンプル 分析に直接かかわるも 

のではないが ，今回の分析において 測定相等性 

のもう一つの 側面であ る翻訳相等性は 英語で作 

成した調査票を 日本語に翻訳、 し ，それを第三者 

によって英語に 再翻訳し原文との 同異を確か 

め翻訳の妥当性を 高める方法をとることにした   

サンプルとしては 日本では専修大学，青山学院 

大学，横浜国立大学のそれぞれ 経営学部で収集 

された 419 名のうち，不完全な 回答を除いた 288 

名を用いた．米国ではミシガン 大学の文理学部 

の学生 246 名のうち有効となった 179 名であ る． 

いずれも授業に 出席した学生を 対象とした便宜 

標本であ り，学部も異なっているから 厳密なサ 

ンプル相等性には 問題が含まれている． ただし 

こうした不完全性によって 両 サンプルの間で フ 

アーストフード・レストランの 利用に関して 決 

定的な 撹 乱要因が混入してくるとは 考えられな 

いから今回の 上 ヒ 校目的には十分使えるものであ 

ると   思 、 われる   

データ収集方法については ，いずれも授業に 
出席した学生に 調査票を配布，その 場で記入さ 

れたものを回収するという 方法をとっており ， 

方法的に全く 同一であ る・ 

そこでこうした 相等性の確認をふまえて ， 今 

回の分布の関心事であ る主観的規範 SN から意 

図 1 へのパス 伍，を 中心に日米のサンプルで 差 

があ るか否かなみてみることにしよう・ 既にス 

コア相等性のところでみた 如く， 日米のサンプ 

ル間で測定されたスコアの 平均値は相等，性が 低 

いにしても，変数間の 関係として計算されたパ 

ラメータの間には 相等性が高いと 考えられる・ 

二つのサンプルの 間の類似，性を 確めるために 以 

下のような技術的な 仮説を設定することにしよ 

つ 

(4 度 1Sil) Hn Ⅲ : 二国間でパラメータは 全く 

異なる   

( 仮説 2) Hp,,: 二国間で P3, だけ共通・ 
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( 仮説 3) ft4 : 二国間で因子負荷量が 共通． 

( 仮説 4) HA 用， : 二国間で因子負荷量 と p32 

が共通． 

( 仮説 5) 14A6 : 二国間で因子負荷量 と 測定 

誤差の分散が 共通． 

( 仮説 6) H 七 %,: 二国間で因子負荷量，測 

定誤差の分散，及び P32 が共通． 

( 仮説 7) H 廿鋒 r ぴ，， ) : 二国間で P32 を除くす 

べてのパラメータが 共通． 

( 仮説 8) H 七郎， : 二国間ですべてのパラメー 

タが共通． 

( 仮説 9) H 七 : 二国間でパラメータ 推定に用 

いられる分散． 共 分散行列 Z が 回 て 

マルチ・サンプル 分析を用いると 日米の両サ 

ンプルの間でどの 仮説が採択もしくは 棄却され 

るかをテストすることができる． ここにあ げた 

仮説は仮説 1 から 9 へと進むに従ってゆるやか 

な仮説から厳しい 仮説へと移ることになるから ， 

どこまで日米間で 共通しているかを 探ることが 

可能であ る・ たとえば仮説 7 は採択されるが 仮 

説 8 は棄却されるという 場合， p?2 を共通とす 

か否かだけでモデルの 採択が決まってくるわけ 

であ り， p32 を除く他のパラメータはすべて 共 

通であ っても P32 は共通ではないと 結論づけら 

れることになる・ そしてもし仮説の 採 棄 が仮 

説 7 と仮説 5 との間で分れるとするならば ， 両 

サンプルは構造パラメータ P と y を共通とし 

ていないことが 明らかとなる． 

もちろん， ここでとりあ げた仮説の段階は 大 

幅なものであ って，推定されるパラメータの 一 

つ一つの同異を 確かめるという 小刻みな アプ 

ローチをとることも 可能であ る．そして仮説 1 

が棄却される 場合にはマルチ・サンプル 分析が 

適用できないことを 意味する．仮説 1 は日本と 

米国でそれぞれ 独自のパラメータを 求めるとい 

うものであ るから，それが 採択とならないこと 

は ， 日米いずれかあ るいは両方のモデルのあ て 

はまりが低いことになるからであ る．すなわち ， 

マルチ・サンプル 分析は上 ヒ較 される複数の 国で 

モデルが採択されるときにのみ 意味を持ってく 

ることがわかる・ 仮説 9 はモデルの特定化を 行 

なう前の投入データの 同異をテストするもので 

最も厳しいテストであ る・モデルの 採否にはモ 

デルの適合度を 示す ダ 値の得られる 確率 P が 

用いられる・ 一般に P く O.1 のときはモデルを 棄 

却 ， P 三 0 ・ 1 のときはモデルを 採択するのが 普通 

であ る (Bagozzi, 1980). 

ファーストフード・レストランを 対象とした 

仝回の研究では 日本と米国のサンプルについて 

それぞれ LISREL に よ る分析を行なったとこ 

ろ，日本のサンプルは ダ =46.02 ( 自由度 29. 

n 二 288) P 亡 0 ・ 023, 米国のサンプルは ダ二 

96.42 ( 自由度 29, n Ⅰ 179), P=0.000 でいず 

れも棄却されてしまうからマルチ・サンプル 分 

祈む 行な う ことはできない・そこで 日米の両サ 

ンプルについて 心理的尺度の 一つであ る IN. 

DCOL ( 個人主義一集団主義 ) (Hui, 1984) 

尺度のうち代表的とされる 8 つの項目 

(Triands, 1988) を用いてサンプルを 二分し 

平均スコア以下のサブサンプル 間での上 ヒ 較を行 

な う ことにする・その 場合，日本のサブサンプ 

ルは ダ二 24.97 ( 自由度 29. n=167), P Ⅰ 

0.680 ，米国のサブサンプルは ダ二 38.40 ( 自 

白皮 29, n 二 g1), P 二 0 ・ 114 となり，いずれも 

モデルは採択となるからであ る・すなわち ， 日 

米の両サンプルとも 集団主義的傾向の 低 い ( 個 

人主義的 ) サブサンプルについてはモデルの あ 

てはまりが良いことになる・ここで 集団主義の 

8 項目の平均値は 日本が 27.08 で米国が 26.25 で 

あ る (5% で有意差あ り ), この数値からする 

かぎり同じく 平均以下のサブサンプルであ ると 

いっても日本側の 方が僅かにより 集団主義的で 

あ ることになる・ただし この平均値の 差は 8 

項目の総合，点であ るところからあ る程度の上 ヒ較 

可能，性を持っことは 期待されるものの ，厳密な 

意味でのスコア 相等，性を有していると 考えられ 

な い ・ したがって，統計的有意差だけをもって 

ただちに日本のサンプルの 方が集団主義的と 断 

定することは 控えられるべきであ る． 

日米商サンプルについて ，それぞれ推定され 
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表 -2  パラメータ推定の 結果 
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.449 

信頼性係数 var(e) 
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る パラメータを 表示すれば 表 -2 のとおりであ 

る． 

表 -2 から関心事とするパス pp32 についてみ 

ると米国のサンプルでは p32 が 0.163 (10% で 

有意 ), 日本のサンプルでは p32 が 0.051 (10% 

レベルでも有意でない ) となっていることがわ 

かる． この結果からするかぎり ，仮説とは逆に 

米国の学生の 方が意図の形成にあ たって主観的 

規範が有意な 関係 (10% レベルであ るが ) を 持 

っていることがわかる   

その他のパラメータについて 因子負荷量が 両 

サンプルで比較的似かよった 値となっているこ 

とがわかる． それ以外のものには 差がみられる 

から，マルチ・サンプル 分析のための 仮説では 

仮説 3 までは採択となり ，仮説 5 以上は棄却と 

なることが予想される． 

LISREL に よ るマルチ・サンプル 分析では 

複数のサンプルについて 同時にパラメータを 推 

定する方式がとられる．その 際パラメータの 共 

通性の条件を 各仮説に応じて 制約条件として 与 
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表 -3  マルチ・サンプル 分析の結果 

仮説 ダ 自由度 P 決定 

( 仮説 l ) Hnull 

( 仮説 2) Hp,, 
( 仮説 3) HA 
( 仮説 4) H 柑 ， ， 
( 仮説 5) HM 
( 仮説 6) HAop,, 
( 仮説 7) HAoR 「 ゅ，， ) 

( 仮説 8) HA 。 B 「 

( 仮説 9) H, 

63.37 

63.56 
64.69 
64.76 
83.67 
83.70 

118.94 
119.60 
123.68 

58  0.293 

59  0.319 
61  0.349 
62  0.380 
66  0.070 
67  0.082 
73  0.001 
74  0.001 
55  0.000 

採択 
  

  

 
 
  

  

  

えれば よい だけであ る． そしてモデルの 適合度 

は複数のサンプル 全体として得られることにな 

ては日本のサンプルが 大であ り，意図について 

は米国のサンプルが 大となっているからであ る． 

る ．いま，各仮説に 応、 じた マルチ・サンプル 分 

析の結果を適合皮 は ついて表示すれば 表 -3 の 

ようになる． 

表 -3 から仮説 4 までが採択となることがわ 

かる． すなわち 両 サンプルについて 因子負荷量 

と P32 を等しいとするモデルまでは 採択される 

わけであ る．二つのサンプルの 間で P32 が等し 

いという条件が 設定されることはモデルの 適合 

度を下げることにはならないこともわかる． 実 

際 のところ仮説 1 と 仮説 2, 仮説 3 と仮説 4, 

仮説 5 と仮説 6 との村上 ヒ から P32 の追加によっ 

て P 値は増加しているのがわかる． p32 の追加 

に よ る ダ 値の名目的な 増加よりも自由度が 増 

加する効果の 方が大きいからであ る． したがっ 

て， 低 い 集団主義のサブサンプルについては 日 

米の間で A32 を同一と考えてもさしつかえない 

ことになる． そしてこの結論は 両サンプルを 

別々に分析した 表 -2 の結果を補完し 深めるこ 

とになると思われる． 表 -2 では p332 について 

推定値の僅かな 差が観察されたものの ， その差 

をテストするものではなかったからであ る． 

表 -3 から，二つのサブサンプルは 測定誤差 

の分散 とメり 32 以外のものを 一括した構造パラ 

メータにおいて 差のあ ることがわかる． このう 

ち測定誤差の 分散が違うことは 先述のように 測 

定の相等性を 割引くものと 考えられる． ただし 

測定は日米いずれかで 一方的に旨くいっている 

ということではない．信頼性係数は 態度につい 

構造パラメータ 俘と y における差異は 仝回の 

測定が問題なく 行なわれているとした 場合日米 

間での消費者行動の 差異をあ らわしているもの 

になると考えられる． その意味で構造パラメー 

タの上 ヒ 較は概俳相等性，操作化における 相等性， 

測定相等性，データ 収集における 相等性を前提 

としてはじめてなされるものと 考えられる． し 

かしここでも 先に論じた 2 6 に推定された 構造 

パラメー タが 大幅に異なる 場合には，上ヒ 較 され 

る 概念そのものの 役割が異なること ，すなわち 

機能的相等性が 成り立っていないことを 示唆す 

るものとなる． たとえば今回の 研究で用いられ 

た態度は因子構造はほぼ 等しく概念的相等性を 

有していると 考えられるものの ，行動へのパス 

p41 に関しては大幅な 差異 ( 日本の場合， 負 ) 

となっているから ，やや異なった 役割を持った 

ものとして捉えられることになる． したがって 

比較可能性の 検討は概念的相等性 + 操作化にお 

ける相等，性 + 尺度の相等，性 + スコアの相等，性と 

いう，概念的なものをべ ー スとして より 技術的 

なものが検討されるという 階層構造が考えられ 

ている (Hui&Triadis, 1985) わけであ るが， 

それは研究の 進められる原則的流れであ って， 

実際には結果として 具体的に得られた 数値から 

よ り概念的レベルの 相等性に関する 疑問が出さ 

れるというフィードバックがなされるものと 考 

えられよ う ． この問題は構成概念の 測定が妥当 

であ るかという検討が 一般に構成概念そのもの 
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は 妥当であ るとの想定のもとになされることに 

似ていると言えよう ( 阿部， 1987). 

その場合でも 測定結果が予測されたものと 大 

きくずれてしまうことは 測定の問題としてだけ 

でなく，構成概念そのものの 問題であ る可能 ャ生 

を 有しているのであ る． 

今回の研究では 因子構造の検討のからみにお 

いて日米市サンプルの 態度の果たす 役割上の差 

異が検討されるべきことになろ う ．特に今回の 

場合， 日本のサブサンプルで 態度から行動への 

直接のパス pnl がマイナスで 有意となっている 

ことは注目に 値する．態度は 意図をとおして 行 

動にプラスに 影響しているが ， それでも全体と 

しての影響はマイナスの 方が勝るから ， ファー 

ストフード・レストランに 対する態度がよい 程 ， 

その利用回数が 少ないという 結果となっている 

からであ る． 集団主義傾向の 低い日本のサブサ 

ンプルについてなぜこうした 結果が得られたの 

かは別途の検討が 必要であ る． 

おわりに 

以上，比較可能性を 概念的相等性，操作化に 

おける相等性，測定相等性，データ 収集におけ 

る 相等性の四つの 側面に分けて 考察を行ない ， 

つづいて LISREL におけるマルチ・サンプル 

分析によってどのようにこうした 相等性が確認、 

されるのかをみてきた．消費者行動の 交叉文化 

的 研究におけるマルチ・サンプル 分析の有用，性 

は ， それが構成概念妥当性の 検討を可能にする 

と と，複数のサンプルがどこまで 類似して ぃ 

るのかを押えることができる 点にあ る事が明ら 

かとなった・ このうち後者の 有用性は，複数の 

サンプルにまたがって 共通の概念，共通の 項目 

及び共通の尺度が 用いられているとき ，すなわ 

ちスコア相等性を 除く測定相等性が 成立してい 

るときにのみ 認められるものであ った・ 又 ，比 

較のなされるサンプル 毎のモデルの 適合度の高 

いことも必要条件であ ることが明らかとなった   

そしてそのことはマルチ・サンプル 分析が相当 

程度に相等性の 高いサンプル 間での比較の 場合 

に 限って有用なアプローチであ るという限界を 

持つことを意味すると 同時に ， 逆にその適用が 

そうした相等，性についての 検討を必然ならしめ 

るが故に よ り厳密な比較可能，性の 検討を促すと 

いう側面も有しているといえよう ，今後， こう 

したフォーマルなかたちでの 交叉文化的消費者 

研究がより多くなされていくことが 望まれるの 

であ る． 

付記 本研究にあ たりデータ収集を 可能とし 

て下さったミシガン 大学の R.P.B"go,,i 教授， 

専修大学の奥田和彦教授， 青 m 学院大学の田中 

正 郎 助教授にお礼を 申し上げます． 又 ，本稿は 

吉田秀雄記俳事業財団の 平成三年度の 研究助成 

を 受けてなされた 研究の一部であ ります・ ここ 

に心より感謝申し 上げます． 
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